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１．太宰府市立中学校完全給食実施方針について 

（１）決定の経緯 
学校給食は、学校給食法に基づき、心身ともに成長する時期の児童生徒へバランスの
取れた食事を提供することを通して、学校生活を充実させる有効な教育的役割を期待さ
れるものです。 
これまで、本市の中学校の昼食については、家庭からの弁当持参を基本とし、牛乳のみ
を全員に提供する「ミルク給食」を実施してきました。平成 18 年 12 月からは、弁当を
持参できない時のために、それを補完する制度として民間事業者の弁当を希望者に提供
する「中学校ランチサービス事業」を実施してきました。 
一方、国においては、平成 17 年７月に食育基本法が施行され、さらに平成 20 年４月
に学校給食法が食育の観点から一部改正（平成 21年施行）され、学校給食を活用した食
育の推進が新たに定められました。 
そうしたなか、市議会をはじめ市民からの中学校完全給食実現を求める請願や陳情、
保護者の意見・要望等を受け、平成 27年度に市教育委員会から太宰府市立学校給食改善
研究委員会に対し、太宰府市における望ましい中学校給食のあり方について諮問した結
果、「主食、おかず、ミルクからなる完全給食を、すべての生徒を対象に実施していくこ
とが望ましい」という答申がなされました。その後、全庁的に組織した中学校給食調査・
研究委員会などにおいて、他自治体の中学校給食の実施状況、給食提供方式や整備費な
ど様々な観点から中学校給食のあり方について調査研究を行ってまいりました。 
市長は、令和４年３月の議会定例会において、令和４年度施政方針に「子育て・教育環
境の充実」を重点項目として掲げ、次代を担う中学生の教育環境をより充実させるため、
学校給食法に基づいた中学校完全給食の出来るだけ早い実施に向け、全力を挙げるとし
て、市教育委員会に対し、望ましい中学校給食の実現について意見具申を提出しました。 
このことを受け、市教育委員会は、これまで重ねてきた議論も踏まえ、令和４年３月
25日に、次のような「太宰府市立中学校給食の基本方針」を決定いたしました。 

太宰府市立中学校給食の基本方針（令和４年３月 太宰府市教育委員会会議決定）

１ 学校給食法に基づく中学校完全給食を早期に実施します。 

２ 学校給食を活用した、さらなる食育の推進を図ります。 

３ 費用対効果や効率性などの観点からも実施方法を検討します。 



2 

前述の基本方針を決定後、有識者や学校関係者、保護者等で組織される太宰府市立学
校給食改善研究委員会において、中学校完全給食実施に係る方針について協議いただき
ました。その後、市教育委員会において当該研究委員会で出された意見等を踏まえて実
施方針案をまとめ、最終的に、市として「太宰府市立中学校完全給食実施方針」を決定す
るに至りました。 

（２）太宰府市立中学校完全給食実施方針に定めるもの 
  本方針は、今後の太宰府市における中学校給食実施に係る方針であり、法令や通知、
太宰府市健康増進計画・食育推進計画等との整合を図るとともに、太宰府市立中学校給
食の基本方針に則り、給食の実施形態や学校給食活用による食育の推進、太宰府市の財
政状況等を踏まえた実施方法等について方向性を定めています。 
  また、必要に応じて今後の社会情勢の変化や法改正に対応した見直しを行います。 
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２．中学校給食の実施について 

（１）現状と課題 
平成 27 年度に実施した「太宰府市中学校給食に関する意識調査」では、学校給食を

希望する割合は、保護者や市民は約８割、小中学生及び教職員が２～３割程度となって
います。保護者等は栄養バランスの問題や弁当づくりの負担軽減から学校給食を希望す
る人が多い一方、小中学生は味や量が好みに合う家庭からの弁当を好むこと、教職員は
学校生活への影響等から、学校給食を希望する人が少ない結果が出ています。 
令和３年６月から７月にランチサービス無料試食会を実施した際のアンケートによる

と、本市の中学生の昼食の現状は、いつも昼食に食べているものがランチサービスである
と回答した生徒は 10.0％、持参した弁当と回答した生徒は 64.6％で、それ以外の約 25％
の生徒は購入したパンやおにぎり等となっています。また、昼食を食べないことがあると
回答した生徒が若干名いました。試食会に参加した生徒のほとんどがおいしいと評価する
一方、量については約半数が適量でないと回答しています。なお、食事を選ぶポイントと
して、「健康によいか」を選んだ割合は約２割となっており、健康より量や味付けを重視
している傾向があります。試食会に参加しなかった生徒は、その理由として、量や嗜好以
外に、食べるのに時間がかかることやみんなが食べていないことなどを挙げています。 
また、朝食に関しては、太宰府市健康増進計画・食育推進計画の策定に当たり、平成２

９年に実施した市内小学６年生の朝食アンケート調査によると、朝食を食べないことがあ
るとした子どもの割合が 14.４％となっており、毎日食べている場合においても、朝食内
容が菓子パンや主食のみの子どもが多く、一日の野菜摂取率の低下につながっているとさ
れています。 
中学生の時期は心身が著しく発育・発達するとともに、将来にわたる「健康観」の基礎
が形成される時期であり、健全な食生活や食に関する理解がより一層重要です。しかし
現状として、生徒は栄養バランスの取れた健全な食生活よりも、量や味など好きなもの
を好きなだけ食べたいという希望が強く、中学校の昼食の時間においても栄養バランス
が偏ったり、量が極端に少なかったりする食事をしている生徒が一定数いることは、本
市の中学生の心身の健全な成長を図るうえで課題といえます。 

（２）中学校完全給食の必要性と意義 
近年、食を取り巻く社会環境の変化や価値観・ライフスタイル等の多様化が進むな
か、健全な食生活を実践することが困難な場面が増えており、特に子どもの不規則な食
事など食生活の乱れや健康面への影響が懸念されています。また、長引くコロナ禍の中
で子どもたちのストレスが増し、貧富の格差の拡大などにより子どもの貧困問題も更に
深刻化しているなか、本市においても、学校給食法に基づいた中学校給食を出来るだけ
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早く実施する必要があります。 
現在、学校においては、子どもがその発育段階に応じて食に対する正しい知識と望ま
しい食習慣を身に付けることができるよう、学校教育活動全体で食に関する指導を進め
ていますが、食育の推進が国民的課題となっている今日、学校給食の教育的意義が改め
て認識されているところです。学校給食は、子どもたちの適切な栄養摂取による健康の
保持増進のみならず、学校生活を豊かにし、社交性や協同の精神、食に関する正しい理
解と適切な判断力、将来にわたる望ましい食習慣を養うなど重要な役割を果たすもので
す。学校給食を生きた教材として活用しながら、より充実した食育を進めていく必要が
あります。 

（３）実施する給食の形態 
このようなことを踏まえ、本市の中学校においては、小学校と同様に、学校給食法に則
った全員喫食での完全給食(パン又は米飯、ミルク及びおかずが揃った給食)を実施する
こととします。 
なお、中学校完全給食の実施を機に、平成 18 年度から実施している「中学校ランチサ
ービス事業」については廃止します。 

（４）給食内容・献立 
安心安全を大前提として、成長期にある中学生にふさわしい栄養バランスに配慮した
温かい給食となるよう、市が責任をもって献立の作成を行います。 
食材については、県産品や梅をはじめとした地場産物を活用したり、季節の食材を献
立に取り入れたりすることより、地産地消を推進するとともに、地域の農産物や旬の食
材等に関する理解・関心を深めます。また、食事内容を豊かにし、日々の給食を楽しんで
食べられるよう、行事食や郷土料理、友好都市や姉妹都市の給食、自分で献立を選ぶリザ
ーブ給食やお楽しみ給食、さらに地元の高校生や大学生、市内の中学生等が提案する献
立給食など様々な献立の工夫を行います。 

（５）安心安全で良質な食材の確保 
安心安全で良質な食材の確保については、公益財団法人福岡県学校給食会をはじめ、
太宰府市学校給食会※が安全性を確認し、学校給食物資の納品を認めた事業者から物資を
調達することとします。 
また、地場産物の生産・消費拡大に寄与するため、本市をはじめとする筑紫地区を中心
として、福岡県内で生産されている食材などを活用できるよう努めます。 
※「太宰府市学校給食会」は、市内の学校教職員、PTA 関係者、市教育委員会職員等
で構成され、市の学校給食の円滑な実施等に寄与することを目的とする組織であり、
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市教育委員会を事務局としています。

（６）アレルギー対応 
学校給食における食物アレルギーを有する生徒への対応については、太宰府市学校給
食会が策定している「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」を基本とし、医
師の診断に基づく「学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）」により、使用する食材の
原材料等の詳細な情報を提供し、除去食等の対応に努めます。 
食物アレルギーに対しては、小学校においても児童の命に関わる重大な事項と捉え
様々な対応を行っており、事故防止などに関するノウハウも有しています。この点を生
かし、小学校との連携も図りながら、アレルギー対応ができる施設の整備はもちろん、食
物アレルギー対応が必要な生徒の情報共有や、チェック体制の徹底、調理員や教職員へ
のアレルギー対応研修の実施等、予防措置を講じます。 

（７）危機管理体制 
学校給食の実施においては、既述のアレルギー対応のほか、食中毒、異物混入等の事
故の発生に対する備えが重要です。また、配送を伴う場合は、天候や交通事情を原因と
する配送遅延や配送不能等のリスクも考慮する必要があります。 
  これらの事故を未然に防ぐために、「学校給食衛生管理マニュアル（太宰府市学校給食
会作成）」や「学校給食衛生管理基準（学校給食法）」等を活用し、児童生徒や給食調理
員等の健康状態の把握、調理過程におけるチェック体制や配送過程における連絡体制の
整備を行います。 
  万が一の事故発生に備え、市を主体とし、市教育委員会・各中学校・保健所や病院等
の関係機関が迅速に連携できる体制を整えるとともに、ヒヤリハットの事例を蓄積共有
するなど、事故防止・再発防止を徹底します。 

（８）持続可能な開発目標（SDGs）への取組の推進 
食育基本法に基づく第４次食育推進基本計画では、重点事項の一つを「持続可能な食
を支える食育の推進」とし、学校給食においては地場産物利用を促進することとしてい
ます。地場産物の活用は、輸送時のCO２排出抑制等、環境負荷の低減にも寄与するため、
持続可能な開発目標（SDGs）への取組の推進にも繋がります。 
また、食品ロス削減も SDGs のターゲットの一つとなっており、調理過程で出る廃棄
野菜等の堆肥利用、学校給食での食べ残し削減のための食育や環境教育、給食だより等
による家庭への啓発などの取組も進めます。 
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（９）食器の種類と形態 
学校給食において使用されている食器の種類については、一般的に磁器製食器と樹脂
製食器があります。磁器製食器は質感があり、家庭の雰囲気に近く親しみやすいという
特徴がある一方、重くて厚みがありかさばること、また割れやすいため、怪我や異物混入
等に注意を要することなどが課題となります。
樹脂製食器は数種類がありますが、いずれも軽くて収納しやすく、割れにくいという
特徴がある一方、素材によっては傷がつきやすい、着色や黄変しやすい、塩素系漂白がで
きないなどの課題があります。いずれにしても、安全性の確保を基本として食器を選定
する必要があります。 
また、食器の数やタイプなどの形態については、配膳や片付けのしやすさ、食事中の姿
勢や食べ方などの食事マナーの問題、伝統的食文化や多様な食形態への対応といった
様々な観点を考慮する必要があります。 
以上のことを踏まえると、食器の種類については、軽くて割れにくく運搬に優れてい
る樹脂製食器が望ましく、その中でも、安全で傷がつきにくく、耐熱性に優れるポリエチ
レンナフタレート（通称 PEN）食器が適しているといえます。また、形態としては、小
学校給食と同様に、食器が分かれているため配膳がしやすく、食事中の姿勢や手で茶椀
を持つなど食事のマナーが身に付きやすいセパレートタイプの食器が望ましいといえま
す。 

セパレートタイプ  プレートタイプ  

イ
メ
ー
ジ

出典：福岡市教育委員会ホームページ
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３．食育の推進について

（１）学校給食を活用した食育の推進 

平成 17 年 7 月に施行された食育基本法の前文では、「子どもたちに対する食育は心身
の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊
かな人間性をはぐくんでいく基礎となるもの」と規定し、特に子どもに対する食育を重
視しています。 
また、「食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎ともなるべき
ものと位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する
力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進することが
求められている」とも示されています。 
食育基本法を受けて、平成 20年に、学校給食法が大幅に改正され、学校給食の目的に
食育の推進が追加されるとともに、学校給食を活用した食に関する指導の実施に関して
必要な事項が定められました。 
その後、平成 29 年に告示された中学校学習指導要領（総則）には、「生きる力」を育
むための「健やかな体」の実現として、「学校における食育の推進並びに体力の向上に関
する指導、安全に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する指導については、保健
体育科、技術・家庭科及び特別活動の時間はもとより、各教科、道徳科及び総合的な学習
の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努めること」と示されて
います。 

学校給食法 
〈学校給食の目標〉
第２条 ※（平成21年改正施行） 
①適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。 
②日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことがで
きる判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。 
③学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。 
④食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命
及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
⑤食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を
深め、勤労を重んずる態度を養うこと。 
⑥我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。 
⑦食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。 
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本市の市立中学校においては、これまでも、食に関する指導の全体計画を作成し、各教
科や特別活動、昼食の時間等の中で食育指導を行ってきました。 
今後は、中学校完全給食の実施により、学校給食を生きた教材として活用することで、
これまでに行われてきた学校での食育をさらに充実させるために、「食に関する指導の手
引き―第 2次改定版―」（文部科学省）が示す食に関する指導の目標の 6つの観点（①食
事の重要性、②心身の健康、③食品を選択する能力、④感謝の心、⑤社会性、⑥食文化）
を基本としつつ、以下のような食育についても取り組みます。 

令和３年３月に策定された第４次食育推進計画では、基本方針として、「生涯を通じた
心身の健康を支える食育の推進」「持続可能な食を支える食育の推進」「『新たな日常』や
デジタル化に対応した食育の推進」の３つの重点事項を掲げています。中学校において
も、ここで示された重点事項を踏まえ、持続可能な社会の実現に向けた重要な取組とし
て、食育を推進していく必要があります。 
例えば、ICT 環境活用を含めた多様な方法により、食育の機会を食材の生産、加工、
調理、残食の廃棄、食器等の洗浄などに広げることで、生徒の食に関する感謝の心をはぐ
くんだり、SDGs への取組を行ったりするなど、さらなる食育の充実に努めます。 
また、学校において食育を進めるにあたっては、広く家庭や地域、学校相互間との連携
を図りつつ、食に関する指導を行うことが必要です。学校から積極的に働きかけや啓発
を行うとともに、家庭や地域と協働して進める体制整備に努めます。 

（２）栄養教諭等の配置促進 
栄養教諭・学校栄養職員は、管理栄養士又は栄養士の免許を有しており、栄養に関する
専門性と教育に関する資質を持つ教職員です。食育を推進するうえで中心的な役割を担
うとともに、教職員間はもとより、家庭・地域、学校間といった学校内外の連携を図る食
のコーディネーターとしての役割も期待されています。栄養教諭等については、人材確
保及び適正配置に努めるとともに、研修による資質向上を図り、小学校からの継続的か
つ計画的な食育を推進します。 

○各教科や特別活動等における学校給食と関連させた食育 
○給食の準備、片付け等の共同作業や同じ食事を一緒に食べる「共食」による食育 
○小学校からの継続的かつ計画的な食育 
○地場産物の給食への活用による食育 
〇郷土食や行事食等の食文化・歴史を理解させる食育 
〇命の大切さや食への感謝の気持ちを養う食育 
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（３）弁当の日 
これまで太宰府市立中学校においては、家庭からの弁当持参を原則とした昼食を実施
してきており、生徒や保護者の中には、家族の絆として弁当が果たす役割への期待を寄
せる声も少なからずあります。ライフスタイルの多様化もあり一律での弁当の日の実施
は困難な部分はあるかもしれませんが、作ってくれる人への感謝の心の醸成や自分で弁
当を作るなど自立に向けた能力の育成の観点からも、現状にあった「弁当の日」の取組を
検討します。 
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４．中学校完全給食の実施方法等について 
（１）実施方式 
学校給食の実施方式は各自治体によって様々ですが、本市では概ね下表のような方式
に区分しています。いずれの実施方式でも、献立は市の栄養士や学校の栄養教諭等が中
学生に必要な栄養バランスを考えて作成します。また、食材は品質や価格、安全性等多く
の観点から吟味し、市が責任を持って調達するとともに、地産地消の推進に努めます。

国の「学校給食衛生管理基準」では、「調理場は、二次汚染防止の観点から、食材の検
収室、食品の保管室、下処理室等の「汚染作業区域」、調理室、配膳室等の「非汚染作業
区域」、及び更衣室、休憩室、調理員専用便所、前室等の「その他の区域」に部屋単位で
区分すること。洗浄室は別途区分すること。検収、保管、下処理、調理及び配膳の各作業
区域並びに更衣休憩にあてる区域及び前室に区分するように努めること」とされていま
す。 

実施方式 概要 

自校方式 中学校敷地内の調理場で調理した給食を自校で提供する方式 

親子方式 小学校の調理場で調理した給食を中学校に食缶で配送する方式 

センター方式 
給食センターで調理した給食を各中学校に食缶で配送する方式
（例：筑紫野市） 

デリバリー方式 
（食缶） 

民間事業者の調理施設で調理した給食を各中学校に食缶で配送
する方式（例：那珂川市） 

デリバリー方式 
（弁当箱） 

民間事業者の調理施設で調理した給食を各中学校に弁当箱で配
送する方式（例：春日市） 

食缶  弁当箱 

イ
メ
ー
ジ

出典：中西製作所ホームページ
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さらに、「食品の保管室は、専用であること。また、衛生面に配慮した構造とし、食品
の搬入及び搬出に当たって、調理室を経由しない構造及び配置とすること。外部からの
汚染を受けないような構造の検収室を設けること」など、詳細に定められています。 
そのため、中学校完全給食の実施に当たっては、生徒に安心安全で良質な学校給食を
提供するために、これらの衛生管理基準等を考慮した広さ・規模を有する調理場を設置
することが必要となります。 

（２）実施方式別必要経費（概算）
  実施方式別の必要経費の概算については、他自治体の先進事例を参考に試算すると下
表のようになります。 

№ 実施方式 初期整備費 
運営費 
（１年間） 10年間の必要経費 

ア 自校方式 約 12億 3,200 万円 約 1億 9,100 万円 約 21 億 4,200 万円

イ 親子方式 
親校改修費含む 約 15 億 1,500 万円 約 1億 3,800 万円 約 28 億 9,500 万円
親校改修費含まず 約 17億 8,300 万円 約 1億 3,800 万円 約 21 億 6,300 万円

ウ センター方式 約 17億 1,200 万円 約 1億 6,200 万円 約 23 億 3,200 万円
エ デリバリー方式（食缶） 約 11億 3,200 万円 約 1億 5,600 万円 約 16 億 9,200 万円
オ デリバリー方式（弁当箱） 約 11億 6,000 万円 約 2億 4,200 万円 約 25 億 8,000 万円
※太宰府市の中学校給食調査研究委員会で、生徒数や調理場必要床面積等を考慮して検討した資料
を基に資材価格や税率等を修正したもの。運営費（１年間）、10年間の必要経費には就学援助費を
含まない。 
※ここに示すセンター方式の概算経費は、共同調理場を公設公営することを想定したものであり、
他に官民連携の手法として PFI を活用する場合もあるが、その場合の概算経費は上表とは異な
る。 
※初期整備費は主として調理場建設や配膳室の整備、大型備品等の購入に要する費用であり、埋蔵
文化財発掘調査等に係る費用は含まない。 

 ※運営費は、主として人件費、委託費、消耗品費、光熱水費等である。なお、施設を所有する形態
の自校方式、親子方式、センター方式については将来的な調理施設の維持管理費、改修費等が生
じるが、その費用は含んでいない。 
※食材費（給食費）は保護者負担のため、上記の必要経費には含まない。 

（３）実施方式別検討結果 
太宰府市立中学校給食の基本方針（ｐ１参照）の各方針に照らして、各実施方式別に検
討を行ったものです。 

基本方針１ 学校給食法に基づく中学校完全給食を早期に実施します。 
どの実施方式であっても、市が責任をもって、学校給食法に基づいた安心安全な
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全員喫食による中学校完全給食を実施する点においては変わりありませんが、デリ
バリー方式については、民間事業者が保有する施設・設備と事業者のノウハウを活
用して実施するため、本市の事情にふさわしい事業者の選定が滞りなく進めば、最
も早期に実施が可能な方式であるといえます。 
自校方式では各中学校敷地内に調理場を新設することになり、中学校によっては
場所の確保が困難な状況があります。親子方式では親校となる小学校の調理場の改
修等が必要となります。併せて、親子方式では親校から子校へ給食の配送という工
程が必要なため、親校は建築基準法上「工場」扱いとなり、建築基準法の特例許可
を得るために特定行政庁との協議が必要となります。センター方式では市内に相応
規模の用地を取得して共同調理場を新設する必要があります。また、センター方式
の導入手法として PFI を活用して初期整備費を契約期間内に平準化する場合でも、
一般的に契約までに長い時間を要します。さらに建築基準法上の「工場」を建設で
きる相応規模の用地は市が取得する必要があり、そのための土地選定、調査、取得
に時間を要することになります。以上のことからこの３つの方式については、いず
れも調理場の設置場所や多額の初期整備費用の確保、契約などに相応の時間を要す
ることになり、早期に実施するという点では難しくなります。 
なお、自校方式以外の方式は他所で調理された給食を学校に配送するため、中学
校にプラットホームや配膳室等の新設工事が必要になります。 

基本方針２ 学校給食を活用した、さらなる食育の推進を図ります。 
食育の推進にあたり、自校方式は給食調理員の姿が身近に感じられ、感謝の気持
ちが生まれやすいとの意見があります。一方、その他の方式においても、調理場を
見学したり、ICT機器等を活用して給食施設等で働く人たちの姿や作業工程を見た
り、オンラインでの交流を図ったりすることができます。どの実施方式であっても、
学校給食を食育の生きた教材として活用するためには、食育に取り組む指導体制の
充実が重要であり、研修会等を通して教職員の意識や指導力を高める必要がありま
す。 
また、弁当箱方式と食缶方式を比較した場合、弁当箱方式は配膳や片付けの時間
が短く、学校生活への影響は少ない一方、残食が多いことやメニュー上の制約があ
ること、全員喫食になりにくいことなどが指摘されています。食缶方式は配膳や片
付けに一定時間がかかりますが、小学校から慣れ親しんだ配膳方法であり、食べる
量の調整が出来て食品ロスの軽減が図れるだけでなく、給食時間の共同作業など小
中学校の継続的・計画的な指導の充実につながります。そのような意味からさらな
る食育を推進するには、食缶方式が適しているといえます。 
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基本方針３ 費用対効果や効率性などの観点からも実施方法を検討します。 
自校方式については、他の方式に比べて運営費が抑えられる一方、多額の初期整
備費が必要とされます。本市は現在、学校をはじめとする公共施設の老朽化や教室
不足が進み、改修等に多額の経費を要する状況があることから、現時点では給食に
おける多額の初期整備費の支出はかなり困難といえます。センター方式でも公設公
営の調理場を建設する場合は同様です。一方、官民連携の PFI を活用し、初期整備
費を長期間にわたり分割して負担する方法もありますが、契約期間は長期にわたり、
その間施設の維持管理費や改修費等が発生する場合もあります。 
親子方式については、一般的には小学校の既存設備の活用という点で効率的な実
施方式といえますが、中学校に提供可能な調理余力等がある小学校がなく、調理場
の増築や改修にかかる費用が発生する本市においては、費用対効果や効率性が良い
とは言い難い状況があります。 
デリバリー方式については、公設施設の建設を必要としないため初期整備費をか
なり軽減できる一方、民間事業者の保有する施設の建設費、維持費等は委託費に含
まれるため、運営費がやや大きくなる傾向にあります。しかし、各方式を 10 年継
続した場合の財政負担総額としては、デリバリー方式（食缶）が最も抑えられるこ
とになり、費用面において他方式より効率的といえます。 
なお、どの方式においても保護者の負担は、学校給食法第 11 条に定められる通
り、学校給食に要する経費（食材費）に限られ、施設整備費、運営費、人件費、光
熱費などについての負担は市が担います。 

（４）総合的な検討結果 
各実施方式にそれぞれ特長と課題がありますが、今回、本市において全員喫食の中学
校完全給食を新たに導入するにあたっては、早期実施、食育推進、費用対効果の観点から
民間活力の活用が有効であり、初期整備費用の軽減や導入のしやすさの面からデリバリ
ー方式が望ましいといえます。その中でも、食育の観点からも食べる量の調整が出来て
食品ロスの軽減が図られるとともに、小学校から慣れ親しんだ配膳方法である食缶方式
が適しているといえます。 

（５）デリバリー方式による給食の実施にあたって
全国的に少子化による学校の統廃合や給食施設の老朽化が進むなか、近年、各自治体
においては民間活力を活用した給食の実施が取り入れられつつあります。
デリバリー方式での給食実施は、民間事業者が保有する施設・設備があり、その事業に

特化した事業者の経験とノウハウを活用することができる点に大きなメリットがあると
いえます。事業者選定にあたっては、本市の状況、食数や食育指導方針などのほか、給食
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業務を安定的に請け負える事業規模や財務上の安定性、学校給食業務についての必要な
資格を有することは当然として、これまでの経験や実績の有無などを考慮する必要があ
ります。とりわけ、学校給食衛生管理基準に示された「調理後２時間以内の給食」につい
ては、距離的に可能な限り本市に近い場所に調理施設を有する事業者の選定に留意する
必要があります。 
民間活力を活用するにあたっては、施設管理、調理業務は民間事業者が主体となりま
すが、安心安全な給食の提供を行うために、緊密な連絡体制、定期的な点検、市による献
立作成やアレルギー食対応の指示などについて市が責任を持って主導します。 

（６） 開始時期 
中学校完全給食の早期実現が望まれているなか、基本方針においても「早期に実施し
ます」と定めています。 
一方、完全給食実施にあたっては、委託事業者の決定、各中学校の配膳室や給食搬入
口等の工事、給食用物資の整備、学校の運営・実施体制構築など様々な準備が必要とな
ります。 
具体的な開始時期については、施設・設備の整備状況や学校の状況等を踏まえ検討し
ますが、基本的には、全中学校が同時期に開始できるよう努めます。 
なお、各中学校の状況は異なるため、学校ごとの配膳作業の改善や、受け取り、配送
のルートの確認、調理の工夫など改善点を洗い出し、スムーズに開始できるよう試行実
施についても検討します。 

（７） 給食費の額  
学校給食法第 11 条によると、学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並
びに学校給食の運営に要する経費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者
の負担とされています。それ以外の学校給食に要する経費（食材費）は保護者負担にな
ります。 
給食費の額については、中学生の学校給食摂取基準や本市の小学校の給食費の額、他
自治体の状況、社会経済情勢等を総合的に勘案し、太宰府市学校給食会で決定します。 
※参考 
 ・令和４年度太宰府市の小学校の給食費：月額４，６５０円  
 ・近隣の中学校の給食費：月額５，４００円～５，５００円程度 

（８）学校の実施体制 
中学校完全給食の実施により、配膳や片付け等に関する生徒や教職員の負担増が生じ
ること、昼休みや教育活動全般の時間調整などが課題となります。そのほかにも、教室
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での配膳スペースの確保なども検討していく必要があります。これら課題については学
校現場と十分に協議し、時制の見直しや給食運搬設備等の整備、配膳に係る人員確保な
ど様々な方法により、生徒及び教職員の負担軽減を図る必要があります。 

（９）その他  
本実施方針に示す各事項のほか、調理から喫食までの安全確保、給食実施に係る配
膳・運搬の方法、本市の特色を活かした給食や給食時間の在り方などの課題について
は、引き続き検討します。 
また、今回は太宰府市立中学校給食の基本方針の各方針に照らして、早期実施、食育
推進、費用対効果・効率性の観点からデリバリー方式を選択し、早期の開始に努めてい
きますが、本市の財政状況や社会情勢等を踏まえ、中学校給食がより良いものになるよ
う、継続的な調査、研究を行っていくこととします。 
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５．中学校給食実施までの流れと実施後の改善について 
（１）中学校給食実施までの流れ（予定） 

（２） 実施後の改善
民間事業者への委託については、一定の期間を定めた契約となります。本市において

は委託期間中に生徒及び保護者、学校関係者等へのアンケート等を実施し、契約期間中
であっても必要に応じ運用の修正を行い、安心安全で持続可能な中学校給食が継続でき
るよう、改善に努めます。 

太宰府市立中学校給食の基本方針 

太宰府市立中学校完全給食実施方針 

業者選定・契約 

学校施設整備 

試行実施 

全員喫食での完全給食開始 
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６．太宰府市立中学校完全給食実施方針決定までの経緯とまとめ 
（１）経緯 

平成 28年度

太宰府市立学校給食改善研究委員会 答申 
「太宰府市における望ましい中学校給食のあり方」について「主
食、おかず、ミルクからなる完全給食を、すべての生徒を対象に実
施していくことが望ましい」

平成 30年度 
～令和 3年度 中学校給食調査・研究委員会等にて、調査研究

令和４年３月 22 日 市長から市教育委員会に対し、意見具申
令和４年３月 25 日 市教育委員会が「太宰府市立中学校給食の基本方針」を決定

令和 4年５月 
太宰府市立学校給食改善研究委員会で「太宰府市立中学校完全給食
実施方針（素案）」を決定 

令和 4年 5 月 市教育委員会で「太宰府市立中学校完全給食実施方針(案)」を決定 
令和 4年 5 月 市が「太宰府市立中学校完全給食実施方針」を決定 

（２）まとめ 
基本方針 実施方針 

1 
学校給食法に基づく中学校完全
給食を早期に実施します。 

民間事業者が保有する施設・設備と事業者のノウ
ハウを活用し、最も早期に実施が可能なデリバリ
ー方式とします。 

2 
学校給食を活用した、さらなる
食育の推進を図ります。 

調理場の見学や ICT機器等を活用した食育を推進
します。提供方式は量の調整ができ、食品ロスの
軽減が図れる食缶方式とします。 

3 
費用対効果や効率性などの観点
からも実施方法を検討します。

初期整備費をかなり軽減でき、10年継続した場合
の財政負担総額が最も抑えられるデリバリー方式
（食缶）とします。 

◎基本方針の 3つの方針を踏まえ、市の責任の下、民間活力を活
用し、民間給食事業者からのデリバリー方式（食缶）により、全
員喫食での完全給食を実施します。 

◎なお、事業者決定後は、実施までの安全確保、食育指導の体制、生徒及び教職員の負
担軽減等を十分協議、検討のうえ給食を開始します。開始後も生徒、保護者、学校関
係者等へのアンケート等を実施し、運用改善に努めます。また、本市の財政状況や社
会情勢等を踏まえ、中学校給食がより良いものになるよう、継続的な調査、研究を行
っていくこととします。



資 料 
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食に関する指導の手引き―第二次改訂版 P.13 より抜粋 
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